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気になる記事気になる記事気になる記事気になる記事：トヨタ、中国に新工場、ﾒｷｼｺにも、計 1500 億円-５年ぶり投資再開- 

 トヨタ自動車が 2018～19 年、中国、メキシコに新工場を建設する。投資額は約 1500

億円に上る見通しで、年間生産能力は合計で 30 万台増える。収益体質改善のために

13 年から工場新設を凍結してきた。13 年稼働のタイ工場以来、５年ぶりの大型投資に

踏み切る。中国、米国の二大市場での需要増に対応し、独ﾌｫﾙｸﾜｰｹﾞﾝ（VW）など世界

大手と競うための体制を整える。 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

相続税の申告期限相続税の申告期限相続税の申告期限相続税の申告期限        《税務》《税務》《税務》《税務》    

 相続税の申告書は、被相続人の死亡を知った日の翌日から 10

か月以内に税務署に提出しなければなりません。正当な理由な

く申告期限を過ぎて申告書を提出した場合には、無申告加算税

がかかります。その額は、納付税額の 15％、納付税額が 50 万円

を超える場合は 20％です。 

 また、税務署からの指摘を受けたものではなく、自発的な意思と

して期限後申告をしたときは、その申告にかかる無申告加算税

は、納府税額の５％となります。 

 遺産分割協議が申告期限に間に合わない場合には、小規模宅

地の特例や配偶者の税額軽減といった特例の適用を受けること

ができません。ただし、相続税の申告書に「申告期限後３年以内

の分割見込書」を添付し、遺産分割協議後に更正の請求書また

は修正申告書を提出することで特例の適用を受けられます。 

  

経営一言経営一言経営一言経営一言：「製品はすぐに時代遅れになるが、成功するブランドは永遠である」 

（ファッションブランド「サマンサ・タバサ」創業者 寺田 和正氏） 

－所長コメント：ブランドに対する信頼は商品力を高め（ブランド力）、消費者ばかりでなく、業界や地域を始め世界を制する力を持ってい

る。－ 

退職者に給与を支給する場合の源泉徴収退職者に給与を支給する場合の源泉徴収退職者に給与を支給する場合の源泉徴収退職者に給与を支給する場合の源泉徴収        《税務》《税務》《税務》《税務》    

 退職した者に給与を支給する場合であっても、源泉徴収を行い

ます。 

 退職した後に支給する給与については、原則として、給与所得

の源泉徴収税額票の乙欄を適用して源泉徴収することになりま

す。 

 ただし、その給与を支払う時において、その退職者が他の給与

等の支払者に給与所得の扶養控除等申告書を提出していないの

であれば、甲欄を適用して源泉徴収しても差し支えないとされて

います。 

本人が死亡し、遺族に支払う給与については、源泉徴収する

必要はありません。 

 従業員の死亡後に支給期の到来する給与については、相続財

産として相続税の課税対象となります。 

 また、遺族に支払われる死亡退職金についても、これらは相続

財産とみなされて、相続税の課税対象財産となりますので、源泉

徴収する必要はありません。 

商品購入時にポイントを付与する商品購入時にポイントを付与する商品購入時にポイントを付与する商品購入時にポイントを付与するサービスを導入する場サービスを導入する場サービスを導入する場サービスを導入する場

合、税務上の留意点を教えてください。合、税務上の留意点を教えてください。合、税務上の留意点を教えてください。合、税務上の留意点を教えてください。        《税務》《税務》《税務》《税務》    

ポイントを利用して商品を購入する場合、商品券での買い物と

異なり、ポイントに応じての値引き販売としての取扱いとなりま

す。 

消費税法上は、販売金額を基礎として当該ポイントに相当する

値引き販売分を差し引いて課税標準を算出することとなります。 

利用ポイント以下の金額の商品を、ポイントを利用して購入す

る場合も、上記と同様の処理をすることとなります。 

当該ポイントを、商品券または電子マネーと交換した場合は、

交換時には不課税となりますが、その商品券またはポイントを利

用して商品券又は電子マネーを利用して、商品を購入された時点

で課税取引となります。 

 

正社員の採用予定企業６割超に、７年ぶりの高水準正社員の採用予定企業６割超に、７年ぶりの高水準正社員の採用予定企業６割超に、７年ぶりの高水準正社員の採用予定企業６割超に、７年ぶりの高水準        

《経営》《経営》《経営》《経営》    

 帝国データバンクがこのほど発表した「2015 年度の雇用動向に

関する企業の意識調査」によりますと、正社員の採用予定がある

と回答した企業は 63.3％に上り、リーマン・ショック前の 2008 年度

以来７年ぶりに６割を超えました。前年度（59.5％）に比べて4.1ポ

イント増加し、５年連続で改善されました。 

 「採用予定がある」と回答した企業は全国 10 地域全てで６割を

超えているほか、業界別でも 10 業界中７業界が６割台となってい

ます。また、中小企業の採用意欲も高まっており、前年度に比べ

4.9 ポイント増加しました。帝国データバンクでは「企業の正社員

採用意欲は広がりを見せており、正社員の雇用環境は改善傾向

が続いている」と分析しています。 

 一方、非正社員（新卒・中途入社）については「採用予定があ

る」と回答した企業は 50.2％で、５年連続で改善するとともに、

2007 年以来８年ぶりに５割を上回りました。また、「採用予定がな

い」と回答した企業は 37.6％で、６年連続で減少しました。リーマ

ン・ショック後に急激な人員整理に直面した非正社員の雇用状況

は、大企業を中心に大幅に改善しています。 


